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コード ４１０１ 事 業 名 地域整備事業 重点目標 経営基盤の強化 担 当 分譲推進課 地域振興施設担当

（平成１７年３月修正）○ 修 正 計 画

図るとともに、改革事項 行動目標 ㈱さいたまリバーフロンティアの経営基盤の強化を(株)さいたまリバーフロンティアの経営のあり方
経営の自立化を推進する。

１４ １５ １６ １７ １８

（行動計画)
☆(株)さいたまリバ

ーフロンティアによ(株)さいたまリバーフロンティアの中長期的な経営計画の策定、適宜
る経営基盤確立のた見直しを行いながら、経営基盤の強化と経営の自立化を促すとともに、
めの中長期計画の策その経営状況に応じ、出資金 取扱いについて検討していく。等の
定

１ ㈱さいたまリバーフロンティアに対する県の出資金の取扱いについ
て検討していく。
２ 上里ゴルフ場の借地契約終了後のあり方を検討する。

☆出資金の取扱いの ・国との調整等 ・実施
検討

☆上里ゴルフ場の借 ・あり方の検討 ・地権者説明会
地契約終了後のあ の開催等

り方の検討

改革指標・目標数値 改 革 効 果
経営基盤の強化が図られ、自立的な経営が可能となる。１ 災害復旧資金の積立 目 標 Ｈ１４～１８年度 ３００百万円

実 績 Ｈ １４ 年度末 ３０百万円３億円（Ｈ１６年度末）
Ｈ １５ 年度末 １８０百万円

Ｈ １６ 年度末２ 上里ゴルフ場の経営改善（廃止等含む）
Ｈ １７ 年度末
Ｈ １８ 年度末
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コード ４１０２ 事 業 名 地域整備事業 重点目標 経営基盤の強化 担 当 分譲推進課 地域振興施設担当

（平成１７年３月修正）○ 修 正 計 画

経営の改善と望ま改革事項 行動目標 県北部の地域振興施設としての機能を果しつつ、県営神川温泉保養センターの経営のあり方
しい運営形態への移行を図る。

１４ １５ １６ １７ １８

☆変化する経営環境（行動計画)
に適切に対応し、効

率的経営を維持する質の高い温浴サービスの維持、積極的な営業活動の展開などにより、
ため、毎年経営全体集客に努める 管理運営経費の削減に取り組 。とともに む
を総点検し、管理・また、埼玉県出資法人あり方検討委員会の提言等を踏まえ、平成１８
運営の効率化を図 ☆施設運営上の課題等の整理年度からの民営化等を目指す。
る。

☆運営形態の検討
・民営化等の手法 民間事業者の ・民営化等の開始・
運営形態の決定 公募選定

・条例改正

改革指標・目標数値 改 革 効 果
平成１８年度からの民営化等 民間の経営手法が導入され効率的な経営が可能となる。目 標 Ｈ ～ 年度 －

平成１８年度以降、県の管理運営費が削減される。実 績 Ｈ １４ 年度末 －

Ｈ １５ 年度末 －
Ｈ １６ 年度末
Ｈ １７ 年度末
Ｈ １８ 年度末
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コード ４２０１ 事 業 名 地域整備事業 重点目標 事業の抜本的な見直し 担 当 分譲推進課 分譲管理担当

（平成１７年３月修正）○ 修 正 計 画

改革事項 行動目標 平成１８年度を目途に公営企業としての工業団地造成事業から円滑に今後の地域整備事業の経営のあり方
撤退する。

１４ １５ １６ １７ １８

（行動計画)
☆産業系基盤整備の

課題と対応策の検討工業団地造成事業から撤退することを前提に、産業政策に沿った産業系
基盤整備のあり方について検討・調整を行い、方向性を提示する。

☆工業団地造成事業 ・撤退に向けての ・工業団地造成また、撤退に向けての課題や問題点等を整理し、対応策を検討するとと
からの撤退に向けて 準備 事業からの撤退もに地域整備事業の新たな方向性を提示する。
の課題、問題点の整
理検討
・分譲促進策検討
・土地利用計画の

見直し
・造成コストの削減
など

☆新たな方向性 ・地域整備事業
・事業メニュー ・分譲・資金状 ・事業体制の検討 に向の検討 の新たな展開
の検討 況を踏まえた けた準備

検討

改革指標・目標数値 改 革 効 果
①工業団地造成事業からの撤退 将来的なリスクの軽減 公営企業としての資源の有効活用目 標 Ｈ ～ 年度 －

実 績 Ｈ １４ 年度末 －

Ｈ １５ 年度末 －平成１８年度撤退
Ｈ １６ 年度末
Ｈ １７ 年度末

Ｈ １８ 年度末
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コード ４２０２ 事 業 名 地域整備事業 重点目標 事業の抜本的な見直し 担 当 分譲推進課 分譲担当

（平成１７年３月修正）○ 修 正 計 画

改革事項 行動目標 分譲推進に全力を挙げるとともに、 １社分譲中の工業団地の取扱い 新たな分譲促進策を導入し、
でも多くの立地を目指す。

１４ １５ １６ １７ １８

☆積極的分譲活動の（行動計画)
展開（新規追加）

企業ニーズや工業団地の立地特性を踏まえ、土地利用の見直し（用途
☆分譲成約報酬制度地域の変更）や分譲単価の改定を戦略的に行うとともに、新たな分譲促
を４月から施行進策を検討する。また、管理費用の節減に積極的に 取り組む。

☆分譲単価の戦略的
な改定（値付け）

☆分譲単価の戦略的
値付け

☆直接賃貸制度の導
入（拡大）

・立地予定企業☆加須工業団地など
の決定の土地利用の見直し

☆新たな分譲促進策
の検討

改革指標・目標数値 改 革 効 果
事業資金の確保、企業債償還財源の確保目 標 Ｈ１４～１８年度 ２５０億円

実 績 Ｈ １４ 年度末 ４５億円①工業団地分譲
Ｈ １５ 年度末 ６８億円

Ｈ １６ 年度末２５０億円
Ｈ １７ 年度末
Ｈ １８ 年度末
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コード ４２０３ 事 業 名 地域整備事業 重点目標 事業の抜本的な見直し 担 当 分譲推進課 分譲管理担当
造成担当

（平成１７年３月修正）○ 修 正 計 画

改革事項 行動目標 造成中の工業団地の土地利用方法を見直して早期の完成を図る。造成中の工業団地の取扱い

１４ １５ １６ １７ １８

（妻沼北側）（行動計画)
☆造成工事完了 「分譲中工業団地の

☆戦略的値付け 取扱い」に統合妻沼西部工業団地の南側部分については、早期に造成を完了し、完成
☆分譲の開始部分から分譲を開始する。また、羽生下川崎産業団地については、関係

機関と具体的な土地利用案を検討のうえ、造成工事を進める。
（妻沼南側・羽生）
☆土地利用の見直し （ ）羽生
・見直し結果を踏ま ☆造成計画の見直し
えた事業計画の策定 ・実施計画等の作 （ ）妻沼南側

成、造成工事の実施

・造成工事費の縮減 （ ）羽生
方 策の検討・実施

（ ）妻沼南側

改革指標・目標数値 改 革 効 果
①造成工事 分譲開始に伴う資金の早期回収目 標 Ｈ ～ 年度 －

実 績 Ｈ １４ 年度末 －

Ｈ １５ 年度末 －計画期間内での完了
Ｈ １６ 年度末
Ｈ １７ 年度末
Ｈ １８ 年度末


